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は   じ   め   に 

 

 平成 29 年度の我が国の経済は、海外経済が回復する下で、輸出や生産の持ち直しが続くと

ともに、個人消費や民間設備投資が持ち直すなど民需が改善し、雇用・所得環境の改善が続

く中で、緩やかな回復基調が続きました。当県においても同様に、個人消費や雇用情勢など

を中心に緩やかな景気回復の動きが見られました。 

 

このような経済状況の中、平成 29 年度の県税収入決算額は、対前年度で約 16 億円の増  

（＋0.7％）の 2,408 億円となり、７年連続で前年度決算額を上回る結果となりました。 

  主な要因を税目別にみると、個人県民税については、雇用・所得環境の改善に伴い均等割・

所得割が増収したことに加え、好調な株式市場の影響により配当割及び株式等譲渡所得割が

大きく増収したことで、対前年度で約 29 億円の増（＋4.0％）となりました。また、自動車

取得税については課税台数が増加し、対前年度で約９億円の増（＋31.2％）となりました。 

一方、法人事業税については、平成 28 年秋口までの円高などの影響を受けた企業を中心に

企業収益が押し下げられたほか、過去の税制改正の影響により減収となり、対前年度で約 33

億円の減（▲6.8％）となるなど、減収となった税目もありました。 

 

県税の徴収率については、納税者の皆様の納税意識の向上と税務職員の努力などにより、

個人県民税（均等割・所得割）で 0.5 ポイント、自動車税で 0.1 ポイントそれぞれ増加し、

全体では前年度比 0.2 ポイント増の 98.0％となり、７年連続で前年度を上回りました。 

 

  当県では、持続的な財政運営に道筋がつきつつありますが、社会資本の老朽化や社会保障

関係経費の自然増への対処に加え、あらゆる分野で深刻化しつつある人材不足への対策など、

県財政を取り巻く環境は、不透明で多くの課題があることから、今後とも、これまでの取組

みの成果を踏まえて、県税収入未済額のうち特に大きな割合を占める個人県民税及び自動車

税の徴収対策を重点的に実施し、歳入確保に向けて着実に取り組みたいと考えております。 

 

 本書は、平成 29 年度の地方税制改正概要、県税の課税状況及び決算状況等各種資料を収録

したものです。関係各位には、本書を県税に対する理解の一助として、また、今後の税務行

政運営上の参考資料として活用していただければ幸いに存じます。 

 

  平成 31 年 3 月 

 

                                              岐阜県総務部税務課長  和田 真吾 
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